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１．文書管理 

 

１．１ 配布先 

 

本書が示す要件とスタンダードは、以下の宛先に提案される。 

・ 世界の規制当局 

・ 金融市場参加者 

・ 現在はまだ創設されていないガバナンス委員会（「LEI ガバナンス委員会」） 

・ 潜在的な世界の LEI ソリューション・プロバイダー 

 

１．２ 著者 

 

下記の業界団体（以下、集合的に「業界団体」と表記）は「グローバル LEI ソリューションの要

件」を執筆する機会に恵まれたことに感謝する1。 

 

 

AFME 

Mark Austen, Chief Operating Officer 

mausten@afme.org 

 

ASIFMA 

Nicholas de Boursac, CEO and Managing Director 

ndeboursac@asifma.org 

 

英国銀行協会 

Simon Hills, Executive Director, Prudential 

simon.hills@bba.org.uk 

 

CDMG（顧客データ管理グループ） 

PJ DiGiammarino, CEO, JWG IT 

pj@jwg-it.eu 

 

クリアリング・ハウス協会 L.L.C. 

Mark Zingale, Senior Vice President & Associate General Counsel 

Mark.Zingale@TheClearingHouse.org 

 

 

 

                                                   
1 各業界団体の情報は「付属書 B：業界団体に関する情報」に記載。 

mailto:mausten@afme.org
mailto:ndeboursac@asifma.org
mailto:simon.hills@bba.org.uk
mailto:pj@jwg-it.eu
mailto:Mark.Zingale@TheClearingHouse.org
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企業データ管理（EDM） 評議会 

Mike Atkin, Managing Director 

atkin@edmcouncil.org 

 

金融サービス・ラウンドテーブル 

Brad Ipema, Senior Counsel for Legal & Regulatory Affairs 

Brad.Ipema@FSRound.org 

 

先物業協会（FIA） 

John M.Damgard, President 

jdamgard@futureindustry.org 

 

GRIS (Global Regulatory Identifier Steering group) 

PJ DiGiammarino, CEO, JWG IT 

pj@jwg-it.eu 

 

国際スワップ・デリバティブ協会（ISDA） 

Robert Pickel, Executive Vice President 

rpickel@isda.org 

 

投資会社インスティテュート（ICI） 

Martin A. Burns, Director – Institutional Operations & Service 

mburns@ici.org 

 

証券業金融市場協会（SIFMA） 

Thomas Price, Managing Director; Operations, Technology and BCP 

tprice@sifma.org 

 

 

mailto:atkin@edmcouncil.org
mailto:Brad.Ipema@FSRound.org
mailto:jdamgard@futureindustry.org
mailto:pj@jwg-it.eu
mailto:rpickel@isda.org
mailto:mburns@ici.org
mailto:tprice@sifma.org
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２．参加団体 

 

以下の組織及び団体は本提案の策定にいたる議論の参加者である。 

 

参加企業 (43 社) 

 

 AllianceBernstein 

 Bank of America Merrill Lynch 

 Bank of New York Mellon - Pershing* 

 Barclays Capital 

 BB&T 

 BlackRock 

 BNP Paribas* 

 CIBC Wholesale Banking 

 Citi 

 CME Group 

 Credit Suisse 

 Deutsche Bank* 

 E*Trade Financial 

 Edward Jones 

 Federated Investments 

 Fidelity* 

 GE Asset Management 

 GE Capital 

 Goldman Sachs* 

 HSBC 

 Janney Montgomery Scott LLC 

 Jefferies 

 JP Morgan Chase* 

 JWG 

 KeyBank 

 Loomis Sayles 

 Morgan Stanley* 

 NASDAQ 

 New York Life 

 Nomura* 

 Northern Trust 

 NYSE Euronext 

 Prudential 

 RBC 

 RBS* 

 R-Cube 

 Renaissance Technologies 

 
 

 Societe Generale 

 State Street 

 T Rowe Price 

 Tradeweb 

 UBS 

 Wells Fargo* 
* Steering Committee Members 

 

業界団体 (16 団体) 

 Associations for Financial Markets in 
Europe 

 Asia Securities Industry & Financial 
Markets Association 

 British Bankers Association  

 Customer Data Management Group 

 EDM Council 

 The Financial Services Roundtable 

 Financial Information Services Division 
(FISD) 

 Futures Industry Association 

 Global Financial Markets Association 

 Global Regulatory Identifier Steering 
Group  

 International Swaps and Derivatives 
Association, Inc. 

 Investment Company Institute 

 Investment Industry Association of 
Canada 

 Managed Funds Association 

 Securities Industry and Financial Markets 
Association 

 The Clearing House Association 
 

協議に参加した団体 (5 団体) 

 Australian Financial Markets 
Association 

 Japan Securities Dealers Association 

 Korea Financial Investment Association 

 International Bankers Association of 
Japan 

 Taiwan Securities Association 
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３．提案の要約 

 

３．１ グローバル LEI ソリューションの恩恵 

 

金融取引を行う主体の正確かつ不明瞭さの余地のない特定は、規制及び監督当局によるシステミ

ック･リスクの測定と監視のために基本的かつ決定的な重要性をもつ。グローバルに標準化された

取引主体識別子(Legal Entity Identifier、以下｢LEI｣)は、各機関がより効果的に取引相手先への

エクスポージャーを測定･管理することに資する一方、業界に多大なオペレーションの効率性及び

顧客サービスの改善をもたらす。 

 

３．２ 目的 

 

業界団体の目的は、実行可能な単一のグローバルな LEI ソリューションのための要件及びスタン

ダードを特定する国際的なコンセンサスに基づく提案を策定することにある。LEI ソリューショ

ンは、世界の規制･監督当局によるシステミック･リスクの測定･監視を支援することができる。同

様に重要なことは、LEI ソリューションは個別企業の取引相手先へのエクスポージャーをより効

率的に測定･管理し、オペレーションの効率性を改善することに資する。 

 

業界団体は、この取組みが金融安定化理事会（FSB）の勧告に沿うものと考える。金融安定化理

事会と国際通貨基金（IMF）が公表した報告書「金融危機と情報ギャップ」（2009 年 10 月 29 日）

は、「実際、近時の危機は古い教訓を再確認した～有益なデータと有効な分析が、国内レベル及び

国際的レベルの双方で、効果的な監視と政策対応にとっての生命線である」と述べている。2 FSB

は更に、こうした分析には取引主体の特定データによるサポートが必要と認識し、2010 年 10 月

20 日の報告書の中で、システム上重要な金融機関（SIFI）が複数の大規模な取引主体を持つ場合

は、取引主体毎に情報を保守管理すべきと指摘している。さらに、店頭デリバティブ市場に対す

る次の G20 の勧告は、共通の LEI スタンダードの創出にとって追い風となっている。すなわち、

「すべての標準化された店頭デリバティブ契約が取引所又は電子取引プラットフォームで取引さ

れ、適切であれば、遅くとも 2012 年末までに中央カウンターパーティーを通じて清算されるべ

きである。店頭デリバティブ契約は、取引レポジトリに報告されるべきである。」3 

 

業界団体は、コンセンサス・プロセスを通じて、LEI ソリューションが、民間の業界及びその他

の関係団体により設定され、導入される必要性を強く認識する。我々は、金融の安定性強化のた

めの業界及び監督当局の努力に資する新たなツールとしてのLEIソリューションを開発するため、

規制当局及び監督当局とグローバルに協力する用意がある。 

 

 

                                                   
2 以下の URL に掲載：http://www.financialstabilityboard.org/publications/r_091107e.pdf 
3 ピッツバーグ G-20 サミット（2009 年 9 月 25 日）の米国議長から出された金融規制改革促進の行動

に関する進捗報告書。 
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３．３ アプローチ 

 

関連機関が多数に上る点と本取組みの国際的なスケールに鑑み、意見集約と合意形成のための正

式なプロセスが確立された。二段階からなるこのプロセスは、個人への意見聴取に加え、毎週繰

り返される電子メール及び会合をベースとした内容の確認とフィードバック･サイクルにより効

果が増幅された。本プロセスは、すべてのステークホルダー（企業と業界団体双方）に対し、提

案の内容を確認し、開発中のものについてフィードバックを行う機会を提供した。 

 

週次のフィードバック・サイクルは、広範なコンセンサスに到達する主要な手段の一つであった。

コンセンサス形成のもう一つの重要な手段は、二度に渡る本人出席による 3 時間のワークショッ

プ(分科会)、海外の業界団体･規制当局（欧州及びアジアに拠点を持つものを含む）の代表者への

諮問、及び世界中の業界関係者との追加的会合であった。 

 

３．４ 基本原則 

 

継続的な注力と国際的な関係者コミュニティーを通じての連携を確保するために、以下の基本原

則がグローバルな LEI の取組みの基礎となるべきである： 

 

原則 1：システミック･リスクの測定･監視に資すること 

LEI ソリューションの主要目的は世界の規制当局によるシステミック･リスクの効果的な測定及

び監視を支援することにある。同様に重要なことは、LEI ソリューションは、個別企業の取引相

手先へのエクスポージャーをより効率的に測定･管理し、オペレーションの効率性を改善すること

に資する。 

 

原則 2：グローバルな連携を確保すること 

グローバルに一貫性をもって連携された LEI は、グローバルなシステミック･リスクを効果的に

測定･監視し、かつ規制の裁定を最小化することが求められる。異なる取引主体・領域に対し横断

的に有効な LEI ソリューションを確立するには、グローバルな協力が必要である。LEI システム

が正確かつ包括的であるためには地域の専門的な知見が必要である。 

 

原則 3：規制当局の連携を促進すること 

業界団体は、世界中のすべての規制当局により支持される、単一の、業界全体をカバーする LEI

スタンダードを推進する。同一の取引主体に対し重複した LEI を設定する規制による余計な費用

と労力の負担は非効率である。 

 

原則４：実用的で反復性のあるソリューションとすること 

実際的で導入可能、拡張可能（内容と規模の両面において）かつ適宜見直し可能なソリューショ

ンを定義する。 
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原則 5：参加を奨励すること 

LEI ソリューションは、取引主体に登録を奨励し、高品質のデータを維持し、尐なくとも毎年 LEI

情報の正確さを認証するための適切なインセンティブを持たなければならない。規制コミュニテ

ィーは、この多くのことを義務付けなければならない。 

 

原則 6：データへの自由なアクセスを可能とすること 

容易かつ自由な LEI データへのアクセスは、データが公共財であり、一部の者が他の者より不公

平に利益を得ないことを確保する。更に、広範なアクセスは質や全ユーザーに対するその最終的

なメリットを向上させる。 

 

３．５ 本書のトピック 

 

本文書に含まれるスタンダード及び要件は、以下の 8 つのトピックに分類される。 

• １ 対象範囲 

• ２ データ・モデル 

• ３ 業務モデル 

• ４ ガバナンス･モデル 

• ５ ビジネス･モデル 

• ６ 導入 

• ７ コンプライアンス 

• ８ 技術的原則 

 

３．６ ハイライト 

 

概観 

 

この要約は、主要な要件及びスタンダードの簡単な概観をテーマ毎に示したものである。 

 

対象範囲 

 • 一般的対象範囲：LEI は世界中のすべての国々、全業種、全資産クラスに適用することが意    

図されている。 

• 適格性の原則：LEI の適格性として、あらゆる「金融取引の当事者｣は、下記に示す範囲要 

件を満たす限り、LEI 取得の適格性を持つ。 

  • 個人：個人（自然人）は LEI の対象範囲から除外される。 

  • 役割：金融取引において以下に掲げる一つ又はそれ以上の役割を持つ取引主体は当初の LEI 

ソリューションの発行範囲に含まれる： 

－ 取引を行う主体 

－ 発行主体 

－ 参照主体 
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－ 報告主体、 

－ 最終親法人 

－ 将来必要と見なされるその他の金融取引参加者（取引所、公的企業、登録機関、 

規制当局、業界団体等)。 

  • 重要性基準： LEI の対象範囲には、LEI 発行にあたってのいかなる種類の重要性基準値も 

設けない。 

 

データ・モデル 

 

• 国際データ･スタンダード：LEI ソリューションは、国際的に認知されたデータ・スタンダ

ー 

ドを取引主体の識別に用いなければならず、当該スタンダードは以下の特徴を持つこととす 

る：永続性、中立性、単一性、固有性、拡張可能、構造的に堅固、信頼性がある、及び相互 

運用が可能。 

 • 属性／メタデータ 

－初期データ・モデルは以下の属性を持つものとし、必須なものとして扱う：LEI（識別 

子自体）、正確な法律上の名称、住所、設立国、法的形態、最終親法人の LEI、及び LEI 

のステータス（使用可能、使用不可等）、並びにその他のメタデータ（LEI 発行日、直近 

更新日、使用不可となった日等）。 

   －上記データ属性は、スタンダード自体に特にリンクさせ、又は全体の必須データ・モデ 

ルの一部として捉えることもできる。スタンダードに特にリンクさせたデータ属性は、 

定義が修正された場合（ステータス・コードの変更等）にスタンダードを更新しなけれ 

ばならない潜在的な複雑さを回避するためにできるだけ簡素に維持されるべきである。 

－当初は、直接の親法人の登録は義務付けないが、データ・モデル中には将来登録できる 

余地を設ける。 

• 所有テスト：所有は「50%超の保有」とする。50%を超えて保有する所有者が存在しな 

 い場合は、当該主体自身が最終親法人として入力される。 

 

業務モデル 

 

• 自主登録モデル： 

－LEI 登録プロセスは自主登録モデルに依拠するものとし、LEI に適格性を有する主体は、 

尐なくとも自己に関して要求される情報を登録し、定期的に（1 年以上の期間毎に）又 

はデータ変更時に当該情報を確認するものとする。 

－LEI ソリューション・プロバイダーは、世界中の規制当局及び LEI ガバナンス委員会と 

協力し、自主登録の完全導入を図る。 

• 導入の拡張：導入の拡張フェーズにおいては、LEI ソリューション・プロバイダーは、自主 

登録プロセス及び、LEI を取得することが義務付けられていない主体に対し LEI を割り当て

自主登録を選択しない代替メカニズムの両方を柔軟に提供できる。 



 11 

 

• データの品質 

－LEI の取得が義務付けられる場合、取引主体自身が、自らの LEI に関連するデータの正 

確性の維持について最終的な責任を負う。 

－LEI ソリューション･プロバイダーは、「確認依頼」により利用者が LEI データが正確か 

否か照会できるようにする（データの不在、不正確なデータ等）。 

－LEI ソリューション･プロバイダーは、正確かつ最新の LEI データを促進するための包 

括的品質保証プロセスを導入する。 

• データへのアクセス：LEI データへのアクセスは、無制限で全ユーザーが自由に利用できる 

 ものとする（現地の法、規則又は規制で禁じられている場合を除く）。 

• サービス･レベル･アグリーメント(SLAs)：LEI ソリューション・プロバイダーと LEI の関係 

当事者間の連絡、情報交換を行うため SLA が決定され導入されなければならない。 

 

ガバナンス・モデル 

 

• データのガバナンス：LEI データ・スタンダード(識別子それ自体等)は、国際的な任意のコ

ンセンサスに基づく標準化機構により保守管理され、統治されるものとする。 

• LEI ソリューションのガバナンス：LEI ソリューション・プロバイダーは、世界中の市場参

加者（業界団体、規制・監督当局、公益企業等)から構成される単一のグローバルなガバナン

ス委員会（「LEI ガバナンス委員会」）を必要とする。 

• 説明責任：LEI ソリューション・プロバイダーは、LEI ガバナンス委員会に対し説明責任を

負う。 

• 資金繰り：LEI ソリューションは、コスト回収ベースで管理される。従って、業界団体は LEI

ソリューション・プロバイダーの組織形態を問わない（非営利、民間等）。 

• 知的財産権：LEI ガバナンス委員会は、LEI ソリューションの一部として創設されたデータ、

データ・モデル、業界向けインターフェースを含む LEI の知的財産権の適切な取り扱いを確

保し、ソリューション、ステークホルダー及びソリューション･プロバイダーの公開性を確保

するための監視を提供する。また、LEI ガバナンス委員会は、LEI ソリューションにより提

供されるサービスについての契約権を監視する。 

• 地域の権限：ガバナンス委員会は、LEI ソリューション・プロバイダーが、単一のグローバ

ルなスタンダード及び中央レポジトリ及び発行システムを維持しつつ、地域の慣例及び規制

をサポートし、各地域での認証を提供する権限を有することを確保する。 

• 地域の規制要件：LEI データベースの物理的所在は、それに含まれる情報へのアクセス 

権とともに、データの守秘義務やアクセスに係る当該国の規制に配慮し、それに従わなけれ 

ばならない。 

 

ビジネス・モデル 

 

• 財務基盤：LEI ソリューション・プロバイダーは、予想される必要な初期資金繰りを充足す 
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る能力を含むLEIソリューションの交付及び保守管理を行うための財務能力を証明しなけれ 

ばならない。 

・料金体系： 

－LEI ソリューションは、LEI を取得した各取引主体が支払う基本年間手数料と、それ以

外のカスタマイズされたサービスによる追加的費用によって資金を賄う。 

－基本的な年間手数料体系は、顧客にデータを自由に利用可能とさせるインターフェース

とともに LEI の発行費用（認証及び保守管理を含む）をカバーすることが意図される。 

－年間手数料は、諸経費をカバーするために意図される合理的な準備金も規定するものと 

する。 

－多様なレベルの利用と消費量が予想されるため、無料のインターフェース以上のカスタ

マイズされたサービス（毎日、新規に発行された LEI を追加等)の利用者に対しての合理

的な料金体系が、当該サービスの費用をカバーするための適切な料金体系が、LEI ソリ

ューション･プロバイダーにより確立される必要がある。こうした料金体系は、金融市場

での活動が限られている登録者への基本的年間使用料は可能な限り低額に抑制され、

LEI を取得する以外のサービスは全く、又はほとんど必要ないことを確保するよう努め

るべきである。 

－LEI ガバナンス委員会は、料金がコスト回収ベースで運営され、可能な限り低額の年間

手数料体系が提供されることを確保するため、それを監視する。 

 

導入 

 

• 段階的導入：LEI ソリューションの導入は、グローバルな規制の要求に従って段階的かつ連 

続的に行われる。 

• 猶予期間：導入の各フェーズにおいて（地域内、地域間の両方で）、導入前の登録期間に合理 

 的な猶予期間を導入する。 

• 導入管理： 

‐LEI ソリューション・プロバイダーは、包括的な導入のためのロードマップを作成し、そ

れに対して実行していくものとする。 

 

コンプライアンス 

 

• 義務付け：LEI ソリューションが完全に有効となり、規制間の裁定を回避するには、世界の 

規制当局が以下の内容を一貫して義務付けることに明白に依存する。 

－対象範囲に含まれる主体の LEI ソリューション・プロバイダーへの登録の義務付け 

－対象範囲に含まれる主体の当該プロバイダーに対する自らのデータの正確性及び完全性の 

維持の義務付け 

－対象範囲に含まれる取引の導入主体が、取引を実施中のカウンターパーティーに対し自ら

の LEI を提供すること（又は、他の金融市場参加者に規制上の報告義務がある場合に LEI

を入手可能とする) 
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－対象範囲に含まれるが取引を行わない主体（すなわち、参照主体、発行主体、報告主体、 

及びその他の主体）の規制当局の要請に応じた LEI 情報の提供の義務付け。 

  －LEI の発行のための適格性基準の一貫性のある定義 

  －対象範囲に含まれる主体の一貫性のある定義 

 

技術的原則 

 

• 原則：LEI ソリューションの技術的デザイン、アーキテクチャー、及びサポートの枠組みは、

本書が定める以下を含む（がこれに限定されない）スタンダード及び要件を提供できるもの

でなければならない。 

 －グローバルに一貫性のある技術、運営、及びサポート能力、 

 －単一の統合データベースを、集中型及び分散型双方の形態でサポートする能力、 

 －LEI ソリューションとの交信を求められるインターフェース（メッセージ形式、通信プ 

ロトコル等）は、LEI ソリューションの機能のポータビィリティを確保するために非ベ 

ンダー系の特定スタンダードに準拠するものとする、 

－すべての市場参加者が、LEI データを利用し、かつ相互交信することを技術的に可能と 

 するために、一定範囲のメッセージング・フォーマット（XML、パイプ・デリミテッド･ 

フォーマット等）及び通信プロトコル（SFTP 及び HTTPS 等）をサポートすること、 

  －LEI の現在及び過去データは保存され、他の LEI ソリューション・プロバイダーに容易 

に移転可能でなければならないこと、 

－双方向のデータ収集及びデータ交付要件を 

充足すること、及び 

－申込みやフィード情報（当該データは、金融機関との利害や取引がある取引主体を示唆 

している）の保護を含む世界の金融及び規制当局のコミュニティーにふさわしい情報セ 

キュリティ・スタンダードの採用。 

 

• 技術的評価：本提案において識別される技術的基準は、後の段階での包括的な技術評価の基 

 礎を形成する。 
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４．重要な前提条件 

 

この取組みの成功は、世界の規制当局や監督機関の継続的なシステミック･リスクの測定・監視を

支援するとともに、個々の企業が取引相手方へのエクスポージャーをより効果的に測定･管理する

ことを支援する単一かつグローバルな LEI ソリューションの導入により達成される。LEI の成功

は明らかに、規制当局コミュニティー及び世界の金融業界メンバーの連携と今後の取組みに依存

する。本書に記載する要件は、高品質なデータを当局及び業界全体に提供する長期的取組みに関

する、執筆参加者が考える最善の案である。以下の重要な前提条件（参加者により定義された)が

LEI の成功のために確保されなければならない。 

 

世界の規制当局 

 

一貫性のあるグローバルな義務付けへの依存：LEI の成功は、世界各地の規制当局が、その規則

制定と報告要件において同一の LEI スタンダードの利用を求めることに依存する。規制当局が取

引主体の特定を必要とする場合は常に、我々は新しい LEI のグローバル･スタンダードの拡張を

強く推奨する。更に、報告と監視要件が将来生じた場合、我々は、各当局が一貫した定義と要件

の創設のため協力するよう強く促す。 

 

LEI の合理的な段階的統合への依存：規制上の報告要件における取引主体特定の正式なスタンダ

ードとして新しい LEI を採用するにあたって、我々は、重複又は冗長な義務付けの結果として過

度の費用と報告の負担が課されることがないことを確保するために、規制当局が既存の又は創出

される LEI を合理的に整理することを求める。 

 

適切で段階的な導入への依存：世界の規制当局は、成功の確保のためには、新しい又は既存の規

制上の報告における LEI 利用の義務付けに対し、段階的導入アプローチの必要性を認識すべきで

ある。我々は、規制当局が、それぞれの法管轄区域における既存の又は新しい規制上の報告にお

いて LEI スタンダード利用を求めるタイミングについて、過度の費用負担と法管轄区域内又は法

管轄区域間の規制の裁定のリスクを回避するため、協力し連携するよう求める。 

 

コンプライアンスを実行させる規制当局への依存：新しいLEIスタンダードの一貫した適用には、

規制当局による既存の監督及び強制的義務付けを通じた支援が必要である。我々は、規制当局コ

ミュニティーが、報告主体に対し正確かつ適時の主体データの提供を新しい規制上のルール化の

一部として義務付けるよう求める。我々はまた、規制当局に対し、自主登録と提供データの定期

的な認証の義務付けを通じて対象範囲の主体が自らの取引主体データの保有者となることを求め

る。LEI インフラストラクチャーは、固有の識別子を提供するシステムである。すなわち規制当

局は、登録した主体の実質的規制について責任を留保する。 

 

透明性のある規制目的への依存：業界団体は、LEI ソリューションが将来の規制上の要求に対応

できるよう拡張可能との明確な意図を持って本提案を起草した。規制当局がこの LEI 創設をより
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強く支持し、業界とのオープンな対話に注力するならば、LEI ソリューションが将来の規制上の

要求に対応できる可能性はより高まるだろう。特定の要件の開発及び期限設定の採用については

（例えば、報告など既存の規制上の要件に LEI を追加する場合等)、規制当局は業界と連携し当該

特定要件の負担（取引執行時の報告に LEI を求める場合と取引後報告に LEI を求める場合との

比較等）について検討すべきである。いくつかの場合において、これは費用対便益の分析を含む

べきである。 

 

 (業界団体により代表される)金融市場参加者 

 

ソリューションの勧告への依存：本提案の目的はグローバルなLEIの要件を決定することであり、

それがどのように最終的に満たされるかについて個々に規定するものではない。根拠となるスタ

ンダード及び要件について業界のコンセンサスは得られたが、業界団体は、今後他の LEI 参加者

と連携しつつ、実行可能な LEI ソリューションを策定し導入するための詳細な仕様を策定しなけ

ればならない。 

 

参加者への依存：業界団体は、グローバルに採用され標準化された LEI ソリューションに内在す

る有用性 （オペレーション上、リスク管理上の効率性、等）を認識しており、その有用性が時の

経過とともに拡大することを確保するために、利用者が規制上の義務付けを超えて、データを活

用し保守管理するよう奨励すべきである。 

 

データ標準化機構 

 

合意可能なスタンダードへの依存：グローバルなデータ･スタンダードの創設と保守管理は実行可

能な LEI ソリューションに不可欠である。データ標準化機構は、グローバルな金融及び規制当局

コミュニティーの要求を満たす標準を策定し公表するため、他の LEI 参加者と連携しなければな

らない。 
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５．対象範囲 

 

定義 

 

この対象範囲のセクションは、LEI を取得する対象範囲に入るべき取引主体を特定する。導入の

段階分け及びタイミングについては、セクション１0 を参照のこと。 

 

５．１ LEI 適格性の記述 

 

［要件］ 

 

LEI 適格性の目的において、「金融取引の当事者」であり、セクション５．２から５．７に示す対

象範囲の要件を満たす主体は、LEI の取得に適格性を有するものとする。 

 

［コメント］ 

 

業界団体は、システミック･リスク測定に資するために求められる LEI の適格性の諸原則を確定

するため、活発な議論を継続しており、この課題を規制の検討上、また将来の議論すべき主要な

テーマと認識している。これまで検討されてきた諸原則には、「契約行為を行う能力を持つ主体｣

及び／又は「その固有の権利において規制される主体」は含まれるが、「法的訴求主体」は適格性

の基本原則としては採用を却下された。 

 

業界団体はまた、主体が金融取引を行う場所が、システミック･リスクの測定にとって不可欠とい

う点で合意した；しかしながら、場所に関する側面は、代替的手法によっても取得可能であるた

め、LEI の適格性を定義づけるよりどころとなる原則とすべきか結論に至っていない。 

 

５．２ 地理的対象範囲 

 

［要件］ 

 

本提案は、すべての国にグローバルに適用されることを意図している。 

 

［コメント］ 

 

グローバルなシステミック･リスクを効果的に測定･監視し、規制間の裁定を最小化するため、単

一の LEI スタンダードへの国際的な連携と合意が必要である。 
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５．３ 業界 

 

［要件］ 

 

本提案は、すべての業種に適用されることを意図している。 

 

［コメント］ 

 

LEI ソリューションは、業種（金融サービス、ヘルスケア、消費財、工業製品等）を問わない。 

 

５．４ 役割 

 

［要件］ 

 

以下の役割の一つ以上を負う取引主体は、LEI ソリューションの当初発行対象範囲に含まれる。 

• 取引実行主体：カウンターパーティーの役割を負う取引主体（通常、主契約者、主たる債務 

者、実質所有者と言及される）又は保証人 

• 発行主体：公に取引される証券の発行体、又は当該発行証券の保証人 

• 参照主体：OTC デリバティブ取引（クレジット･デフォルト･スワップ等）における参照主体 

たる取引主体 

• 報告主体： LEI を用いた取引の規制上の報告義務を負う取引主体 

• 最終親法人：他の取引主体の親法人と特定される取引主体（当初 50％超の保有と定義） 

• その他の金融取引参加者：LEI ソリューション・プロバイダーにより将来必要と見なされる 

役割を負う取引主体（取引所、公共事業体、登録機関、規制当局、業界組織等) 

 

［コメント］ 

 

取引主体の「構成要素」（パートナーシップにおけるパートナー、企業における株主等）は、以下

の場合を除き LEI 取得の必要はない。ⅰ）当該取引主体の 50％超を保有している者、ⅱ）当該取

引主体の 50％超を保有する階層の最上位に位置する主体、及び ⅲ）「セクション６：対象範囲」

に定義されるすべての対象範囲要件を満たす者。 

 

上記の取引主体の種類は相互に排他的ではない。「役割」の議論は、LEI を取得しなければならな

い主体の特定を意図している。こうした取引主体が果たす役割を決めるのは、LEI の発行主体

（「LEI ソリューション・プロバイダー」）ではなく、むしろ金融市場参加者である。 

 

１つの取引主体につき、１つの LEI が発行される。 
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５．５ 資産クラス 

 

［要件］ 

 

取引参加者に LEI の取得を義務付ける金融取引に関し、本提案は、すべての資産クラスに適用さ

れることを意図している。 

 

５．６ 取引主体の種類 

 

［要件］ 

 

個人（自然人等）は LEI の対象範囲から除外される。 

 

［コメント］ 

 

個人がシステミック･リスクを生じさせる可能性があることは広く認識されているが、以下の理由

から個人は除外される； 

• 最もシステミック･リスクを生じやすい主体の種類に焦点を当てたいこと、及び 

• グローバルに合意可能で、合理的な制限時間内に現実的に導入可能な提案とするため 

 

個人については後日、別の取組みにおいてカバーされることが可能である。 

 

５．７ 重要性／重大性 

 

［要件］ 

 

LEI の対象範囲には、LEI 発行にあたってのいかなる種類の重要性基準値も設けない（取引主体

の時価総額、取引の名目的な規模等）。 
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６．データ・モデル 

 

定義 

 

このデータ・モデルのセクションは、LEI ソリューションに必要なデータ・スタンダード及びデ

ータ要素を文書化する。 

 

６．１ 識別子（identifier）の定義 

 

［要件］ 

 

LEI ソリューションは、取引主体の識別のための国際的に認知されたデータ・スタンダードとし

て利用されるものとし、そのスタンダードは尐なくとも以下の特徴を持つこととする 4。 

 

永続性 

LEI は、コーポレート・アクション又はその他のビジネス上又は構造上の変更に関わりなく、一

つの取引主体につきその存在期間を通じて使用される。 

 

中立性 

LEI が永続的であり続けるためには、中立的でなければならない。機密情報が埋め込まれた識別

子（identifier）は、基本的なデータ管理原則とベスト・プラクティスを阻害する。記述的な属性

は LEI に組込むべきではない（カントリー・コード又は法的形態の除外等）。 

 

単一性 

１つの取引主体につき LEI は１つでなければならない。 

 

固有性 

すべての LEI は固有でなければならず、再使用してはならない。 

 

拡張可能（量的拡大） 

LEI が永続的で固有であり続けるためには、LEI は番号の再使用や構造の変更をせず識別子の量

的拡大に対応できなければならない。 

 

構造的に堅固 

LEI は、構造的に堅固であり、フォーマット（アルファベットと数字の組み合わせ等）及び文字

                                                   
4業界団体は、政府当局横断的な報告書“Creating a Linchpin for Financial Data: The Need for a 

Legal Entity Identifier” (Dec. 10, 2010) (the “Linchpin Report”) に含まれる LEI の特徴に合意し、こ

れを発展させた。なお、同報告書は下記 URL で入手可能。

http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1723298 
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セットに関して安定していなければならない。後に LEI フォーマットの見直しや拡大（新しい文

字の追加等）を行うことは、既存の LEI に依存するシステムに重大な悪影響を与える。 

 

（品質に）信頼性がある 

各 LEI の参照データは、信頼性があり、高い質のデータでなければならない。 

 

相互運用性 

LEI は既存のシステムと互換性があり、他の付番や識別システムと対立するべきではない。自動

処理を容易にするため、LEI は異なるコンピューター環境でも使用可能でなければならない。 

 

６．２ 属性の定義 

 

［要件］ 

 

初期データ・モデルは以下の属性を持つことを義務付ける。 

• LEI（識別子自体) 

• 正確な法人名称 

• 所在地 

• 設立国 

• 法的形態 

－法的形態は、国ごとの法的形態に関し国際的に認知されたスタンダード（LLP、LLC、 

GmbH 等）に基づくものとする。スタンダードが存在しない場合、LEI ソリューション・ 

プロバイダーにより分類方法が定義され、かつ維持されるものとする。 

• 最終親法人の LEI 

• 最終親法人の識別子 

• 直接親法人の LEI*、及び 

• LEI ステータス（使用可－確認済、使用可－未確認、使用不可等） 

•その他のメタデータ（LEI 発行日、最終更新日、使用不可となった日） 

 

* 当初発行においては直接の親法人の登録は義務付けないが、データ・モデル中には将来登録で

きる余地を設ける。 

 

図１－詳細フィールドについては、図解 LEI フィールド例を参照。 

 

図 2－図解属性使用例は、上記属性が選ばれた理由の詳細を示す。 

 

データ・モデルは、世界中からの規制当局の潜在的な要求を含め、後日、追加的なデータ属性を

可能とするよう、その適用において柔軟かつ拡張可能なものとする。 
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データ・モデルは、外部的に検証可能な情報、当該参照情報のステータス、及び関連するメタデ

ータのみをカバーする。当該取引主体に関する追加的データは、将来 LEI ソリューション又は第

三者ベンダー、その他の機関によりカバーされ得る。 

 

データ・モデルは、LEI ステータス（使用可能－確認済、使用可能－未確認、使用不可等）、及び

必要な理由コード（「使用不可－発行エラー」、「使用不可－重複」等）を含む LEI のライフサイ

クル･マネジメント機能を提供すべきである。LEI ソリューションは、取引に使用可能なもの（使

用可能）と、恒久的に使用できないもの（使用不可）のステータス・コードの違いを認識するも

のとする。更に、コーポレート･アクションと LEI 履歴の監査証跡を作成するため「後継者 ID」

の指定がなされるべきである（詳細は、図 1 ：詳細フィールドについての図解 LEI フィールドを

参照）。 

 

データ・モデルは、国際的に認知されたスタンダードを基本とすべきであり、住所規定（二つの

住所ラインは不十分であること、郵便コードは往々にして 5 文字を超えること等）、翻訳規定、及

び国際的スタンダード（ISO カントリー・コード、ユニコード・スタンダード等）を含む（がこ

れに限定されない）国際使用に必要な規定を満たすものでなければならない。ソリューションが

国境を越えてグローバルに導入されることから、データ・モデルは国際的な文字セットに絡んで

の様々な要件を提供すべきである。 

 

［コメント］ 

 

当初は、データ・モデルの対象範囲の主要な基本原則は、個々の取引主体の「固有性」を確保す

るのに最小限必要なデータ要素数を含むべきというものである。データ要素の数が増加するに従

い、アップロードの不具合によるエラーとともに、適用過程で、エラーや遅延の可能性が高くな

る。 

 

業界団体は、世界の規制当局が近い将来システミック･リスクを測定したいとの希望を認識し、初

期データ・モデルは最小限の親法人情報を持つことを提案する。特に、本データ・モデルは当該

主体の最終的な保有者（「最終親法人」）を必須とすることを推奨する。最初からこの基礎的階層

情報の収集を可能としたことによる追加的利益は、導入の複雑性が増すことに起因する追加費用

を上回るだろう。 

 

「セクション６．４－所有」で詳細を述べるが、簡素で客観的な「所有」の定義により導入の成

功の可能性が高まるだろう。 
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６．３ メタデータの定義 

 

［要件］ 

 

データ・モデルは、メタデータ（監査データを含む）を必要とし、以下のクラスを含むものとす

るが、これに限定されない。 

• 創設データ、 

• 更新データ、 

• バージョン・データ（「as is」、「as was」、「as will be」、「as should have been」等）、 

• ステータス・データ、及び 

• 認証データ（最終確認日、認証者名）。 

データ・モデルのすべての属性について、各属性の明確かつ詳細に定義するメタデータが存在し

なければならない。 

 

６．４ 所有 

 

［要件］ 

 

所有の定義は他にも存在するが、LEI ソリューションの導入を促す目的で、所有の定義は「50%

超の所有｣とする。50%を超えて所有する主体が存在しない場合は、当該取引主体自身が最終親法

人となる。追加的な所有と支配の定義が必要となり、繰返し導入される可能性がある点は広く合

意されている。 

 

［コメント］ 

 

明確化すると、51%と 50.00001%はどちらも「50％超」の要件を満たす。 

 

導入フェーズの一部として、「50％超所有」要件は、世界の法人形態の各種類毎（LLC、PlC、GmbH、

Corp 等）に定義される必要がある。 
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（図１ 図解 LEIフィールド例） 

（図２ 図解属性使用例） 

Attributes Attribute Use Cases Phase 

Attribute Class Field 
To identify 

Unique Entity 

To Analyze 

Systemic Risk 

To Flag / 

Resolve Issues 

To Maintain  

Data 

To Perform QA 

/ Verification 

Implementation 

LEI Atrtibute Class X X X X X 1 

  LEI x x x x x 1 

Exact Legal Name Attribute Class X X X X X 1 

  Exact Legal Name x x x x x 1 

Address Attribute Class   X X X X 1 

  Street 1    x x x 1 

  Street 2    x x x 1 

  City    x x x 1 

  Store / Ward    x x x 1 

  Postal Code    x x x 1 

  Country    x x x 1 

  HQ Indicator   x     1 

Legal From Attribute Class X      1 

  Legal Form x      1 

Hierarchy Attribute Class   X  X   1 

  Ultimate Parent LEI   x     1 

  Ultimate Parent Indicator     x   1 

  Immediate Parent LEI   x     2 

Country of Formation Attribute X      1 

  Country of Formation x      1 

Request of Review Indicator    X    1 

  Request for Review Indicator    x    1 

LEI Status Attribute Class    X X   1 

  LEI Status    x    1 

  Reason Code    x x   1 

  Successor ID     x   1 

Metadata Attribute Class      X   1 

  Creation Data     x   1 

  Update Data     x   1 

  Versioning Data     x   1 

  Status Data     x   1 

  Certification Data       x   1 

LEI Table Fields 

# Field Name   Field Description Sample Value(s) 

1 LEI LEI Unique identification number assigned by LEI issuer  86438001 

2 Exact Legal Name Entity's name as it appears on any legal documentation  Newco Ltd. 

3 Street 1 Street address  100 Maple Street 

4 Street 2 Office number or floor  Suite 300 

5 City  City where entity is located  Anytown 

6 State / Ward  State where entity is located  NSW 

7 Postal Code Postal code where entity is located  2000 

8 Country Country where entity is located  Australia 

9 HQ Indicator Indicates if entity is also a headquarter  N 

10 Legal Form Entity's legal type  Ltd. 

11 Ultimate Parent LEI Identifier for ultimate parent  87439011 

12 Ultimate Parent Indicator Indicates if entity is the ultimate parent  N 

13 Immediate Parent LEI Identifier for immediate parent (Phase 2 requirement) 87439011 

14 Country of Formation Country where entity was formed  Australia 

15 Request For Review Indicator Indicates whether the entity has been requested for review  N 

16 LEI Status Indicates the registration and certification status of an LEI  Available - Certified 

17 Reason Code  Indicates why an LEI has been disabled Issued in error, Duplicate 

18 Successor ID Indicates which LEI is now used for entity (corporate actions)  86438001 

19 Other Metadata (e.g., Date LEI Isssued; Last Updated; Date Disabled) Provides audit information about the data  Creation Date: 02-Apr-2011 
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７． 業務モデル 

 

定義 

 

この業務モデルは、登録、保守管理、検証、報告、交付、データへのアクセス、必要なサービス･

レベル･アグリーメント、及びデータ品質保証を含む業務プロセスを定義する。 

 

７．１ 登録プロセス 

 

［要件］ 

 

LEI 登録プロセスは、自主登録モデルとし、LEI に適格性を有する主体が尐なくとも自己に関し

て要求される情報を登録し、当該情報を定期的（1 年以上の期間毎）に、又は当該データに変更

が生じる都度、認証することとする。「セクション４－重要な前提条件」で議論したように、LEI

ソリューション・プロバイダーは、LEI の自主登録の完全導入のために、世界の規制当局及び LEI

ガバナンス委員会と協力する。 

 

その後の拡大導入フェーズにおいては、LEI ソリューション・プロバイダーは、LEI を割り当て

るための自主登録プロセス、及び LEI の保有を義務付けられておらず自主登録しないことを選択

した主体への代替的メカニズムの両方を柔軟にオファーできるようにする。 

 

自主登録プロセスは、以下の点を含む（がこれに限定されない）権限を持つこととする。 

• バルク･アップロード登録：LEI ソリューション・プロバイダーは、各登録者に対し、企業 

階層のうち多数又はすべての取引主体を一度に登録できるバルク・アップロードの権限を提   

供すべきである。（複数の取引主体と取引を持つ会社が、すべての必要なデータ属性を含んだ  

単一のファイルを提出する等）。加えて、登録者が（「セクション７．２－データ保守管理プ

ロセス」で議論する）進行中のデータ保守管理の変更や年次の認証において大量のアップロ

ードを可能とする同様の機能が提供されるものとする。公表の前に、LEI ソリューション・

プロバイダーは、すべての決められた品質保証プロセスを完了するものとする。 

• 代理登録：取引主体（「要請者」）の要請がある場合には、要請者により確保された仲介業者 

 が当該要請者を代理して、一回毎のベースに限り LEI 登録を行うことができる。しかし、最 

終的な提出と情報認証は、依然として登録者（要請者）から行うことを求められるものとす 

る。 

 

一旦、取引主体が LEI ソリューション・プロバイダーに登録されると、LEI は直ちに利用可能と

されるべきである。 
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［コメント］ 

 

発行体及び参照法人の登録は、引受プロセスの一部として行うべきである。 

 

LEI の登録は、登録主体（又はその関連機関）が投資家への一般勧誘を行っていることを全く示

唆するものではない。 

 

７．２ データ保守管理プロセス 

 

［要件］ 

 

LEI 取得を義務付けられる場合、取引主体自身がその LEI に関連するデータの正確性を保守管理

する最終的な責任を負う。更に、LEI ソリューション・プロバイダーは、LEI データを正確で最

新なものとするための合理的な対策を講ずるものとする。 

 

コーポレート･アクション 

 

取引主体の情報に変更（コーポレート･アクション等）が生じた場合、当該取引主体は変更が有効

となった時（効力発生日等）から 24 時間以内に、LEI データベース内の当該情報を更新しなけれ

ばならない。しかし、取引主体は、「セクション６：データ・モデル」で述べた「予定（as will be）」

のバージョン機能を用いて効力発生日以前にデータ変更を登録することができる。 

 

更に、LEI ソリューション・プロバイダーは、コーポレート･アクションが事前に監視・保守管理

されるよう合理的な対策を講じるものとする。 

 

年次認証プロセス 

 

取引主体は毎年、全体の記録の正確性を認証することを義務付けられる。従って、取引主体が 12

ヶ月の途中でデータの１つだけを更新したとしても、当該データの正確性とそれ以外の LEI の記

録を尐なくとも 12 ヶ月毎に認証する必要がある。 

 

取引主体が年内にデータを更新した場合、登録インターフェースは、当該取引主体が同時に年次

の全体認証を行うよう促し、可能にするものとする。もし取引主体が当該年次認証プロセスを完

了した場合、認証の時期はその時点から 12 ヶ月後へとリセットされる。もし当該取引主体が認証

を拒否する場合は、年次の認証日は以前と同じとなる。 

 

ある取引主体が LEI を更新日から（LEI ガバナンス委員会の定めによる）合理的な期間内に認証

しない場合において、当該取引主体の状況が「使用可－認証済」である場合、この取引主体のス

テ―タスは「使用可－認証済」から「使用可－未認証」（認証保留）へ変更される。 
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「使用可－未認証」の取引主体はなお、取引を行い、オープン･ポジションの相手方となることが

できる。更に、「セクション５－対象範囲」に定める対象範囲に継続して含まれる主体にだけ、認

証が必要となる。対象範囲からもはや外れた主体は、認証を義務付けられない。これは、「セクシ

ョン４－重要な前提条件」で議論されたように、新しいルール化のための執行原則が確立されて

いるので、さらなる規制上の検討を要するテーマである。 

 

７．３ 交付／アクセス・プロセス 

 

［要件］ 

 

LEI データへのアクセスは、無制限かつ全ユーザーが自由に利用できるものとする（法管轄区域

の法、規則、規制で禁止されている場合を除く）。 

 

LEI ソリューションは、以下の機能を提供できるものとする。 

• プッシュ＆プル方式での LEI データの利用者への提供 

• 要求に応じた LEI データの即日ファイル移転 

• 使用者へのほぼリアルタイムの更新の通知 

• 複数のフォーマットによるデータ供与 

 

LEI の登録と保守管理のために、LEI ソリューションにアクセスするため必要な唯一のインター

フェースは、インターネット及びバルク･アップロード機能に必要なアプリケーションである。そ

の他のサービス（新規 LEI 発行についての日々の提供等）は、LEI ソリューション･プロバイダ

ーからコスト回収ベースで提供されることができる。 

 

［コメント］ 

 

広範で自由な LEI データへのアクセスは、データが公共財であり、一部の者が他の者より不当に

利益を得ないことを確保する。更に、それは、データの質及び全ユーザーに対するその最終メリ

ットを向上させる。 

 

７．４ データへの説明要求／裁定プロセス 

 

［要件］ 

 

LEI ソリューション･プロバイダーは、｢確認依頼｣の提出により消費者が（データの不在、不正確

なデータ等の）LEI データの正確性について説明要求を行うことができるプロセスを導入するも

のとする。当該取引主体がそのデータの正確性について最終的権限を持つと見なされる。もし、

当該取引主体が自身の情報を確認することが出来ない場合（既に存在しない場合等）は、LEI ガ

バナンス委員会が定めるところにより、LEI ソリューション・プロバイダーは裁定プロセスにお
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いて最終決定を行うことが義務付けられる。 

 

LEI ソリューションは、説明要求が出ている属性を、他の利用者に明らかにする権限を有するも

のとする。 

 

説明要求当事者（消費者等）は、誤解に基づく又は不適切な確認依頼によって、もしくは不正確

な情報を知るに至ったが確認依頼をしなかったことによって、不利益を受けることはない。 

 

［コメント］ 

 

確認依頼は、（主体のステータスではなく）データの正確性に関するもののみとする。 

 

７．５ 品質保証プロセス 

 

［要件］ 

 

LEI ソリューション・プロバイダーは、以下を含む（がこれに限定されない）潜在的リスクを検

討し軽減する包括的品質保証プロセスを導入する。 

• 重複：単一の主体に対して複数の LEI を発行。 

• 不正：取引主体が故意に LE 情報を偽って表示した場合。 

• エラー：取引主体が知らずに LE 情報を誤表示した場合。 

• 更新の遅れ：取引主体が故意に又は過失で期限までに自己の情報を更新せず、結果として不 

正確な情報となった場合（コーポレート･アクションがシステムに反映されない等）。 

• 再割当：LEI は最初の取引主体に一致し続けるものとし、再割当は不可。 

•「テイク･ダウン」攻撃：人々又はプログラムが、LEI ソリューション・プロバイダーに対し、 

システムのダウンを目的として大量の LEI を要求した場合 

•「なりすまし」攻撃：人々又はプログラムが、有効な LEI に混乱を生じることを目的として、 

偽の LEI を創出しようとした場合（システムがその名称にトヨタを持つ 500 の LEI を作成 

し、LEI 消費者に正確な主体トヨタの選択を困難にした場合等）。 

 

品質保証手続は適切に管理され、監査可能とする。 

 

７．６ サービス･レベル･アグリーメント（SLA） 

 

［要件］ 

 

以下を含む（がこれに限定されない）すべての LEI の関係者間の相互作用を管理するため、サー

ビス･レベル･アグリーメント（SLA）が決定･導入されなければならない。 

• LEI ソリューション・プロバイダーと取引主体（データ･プロバイダー等） 
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• LEI ソリューション・プロバイダーと LEI 利用者 

• LEI ソリューション・プロバイダーと LEI ガバナンス委員会 

• LEI ソリューション・プロバイダーと規制当局（「セクション４－重要な前提条件」を参照） 

• LEI ガバナンス委員会と市場参加者 

 

決定された SLA は以下の基準を満たさなければならない。 

• 具体的で測定可能 

• データが誤りなく処理されるよう正確性の強制 

• 業務処理が通常業務に影響を与えないための適時性の強制 

 

［コメント］ 

 

SLA は、以下の主要概念を考慮しなければならない。 

• マスター識別子リストへの、及び新しい識別子の発行プロセスへのアクセスが常に可能であ 

ること。 

• LEI 参照データの更新は、最小の時間的ずれで完成すべきであること。 

• LEI の発行は適時かつ非差別的に行われなければならないこと。 

• 新しい LEI の発行プロセスは、取引主体の通常の業務を著しく阻害してはならないこと。 
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８．ガバナンス・モデル 

 

定義 

 

このガバナンス・モデルのセクションは、LEI ガバナンス委員会の創設、目的及び特徴並びに LEI

ソリューション・プロバイダーに課せられるコンプライアンス要件について文書化する。 

 

８．１ ガバナンス委員会 

 

［要件］ 

 

LEI（識別子それ自体）は、グローバルで自主的なコンセンサスに基づく標準化機構によって保

守管理され、統治される。 

 

LEI ソリューション・プロバイダーには、世界中の市場参加者から構成される単一のグローバル・

ガバナンス委員会（すなわち、「LEI ガバナンス委員会」）が必要となる。 LEI ガバナンス委員

会は、市場参加者の国際的なグループによって管理されるものとする。尐なくとも毎年、外部監

査人は、LEI ガバナンス委員会が効果的にガバナンスの職務を遂行していることを認証しなけれ

ばならない。 

 

LEI ガバナンス委員会は、以下のような世界の金融サービス業界の参加者の一部又はそれ以上の

者を含む。 

 • バイサイドの参加者（資産運用会社、ヘッジファンド、保険会社など） 

 • セルサイドの参加者（ブローカー・ディーラー、先物ブローカー、スワップ・ディー 

    ラーなど） 

• ソブリン 

•（発行体を代表する）企業団体の事務局 

• 取引所 

• 清算・決済機関 

• 世界の規制当局及び監督当局 

• 業界団体 

• LEI ソリューション・プロバイダーからの代表（職権を有するが、議決権なし） 

 

ガバナンス委員会は、上記それぞれのメンバーシップ･グループからの代表を含む。LEI ガバナン

ス委員会のメンバーは、適切な任期を定めるが、無期限でその任期を継続することができる。LEI

ガバナンス委員会の就任期間に関しては、当該就任者の半分以上が、いかなる暦年の終了時にも

期限切れとならないよう（互い違いの任期とするよう）調整される。 
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LEI ガバナンス委員会は、LEI ソリューションの利益を先導するとともに、その全般的な成功を

確保する責任を有するものとする。 LEI ガバナンス委員会の責任としては、以下のものを含む（が、

これらに限定されない）。 

 • LEI ソリューションの使命、原則、戦略及び綱領の承認及び進捗の承認 

  ・年間予算の方向付と承認 

 • LEI ソリューションの優先事項の決定 

• LEI データ・モデルの継続的発展と拡張性の監視（追加属性等） 

 • すべての LEI ソリューション参加者の役割、責任及び統治主体の決定 

• LEI ソリューションが運営される根拠となる指示文書、スタンダード、プロセス及び手続の 

承認 

  • 世界の金融業界と世界の規制当局双方の包括的な LEI の利益についての表明 

  • いかなる問題や懸念についても連絡ルートが存在することの確保 

  • すべての LEI ソリューション用語の明確かつ完全な定義、並びにデータの品質を監視しコ 

ントロールするための定義済みの手法を伴う明確な当該データの品質性能基準の確保 

  • LEI の料金体系と資金繰りモデルの承認、及び LEI ソリューションが費用回収ベースで運営

されることの確保 

• LEI ガバナンス委員会及びその他のすべての LEI ソリューション・ガバナンスの空白の充填 

• LEI ソリューションの取り込み、促進及び利用を容易にする戦略の開発 

• 中核機能が LEI ソリューション・プロバイダーの使命と整合的に実行されていることを確保

するための監査委員会又は外部監査人のいずれかによって導入される年度監査についての監

督 

 

LEI ガバナンス委員会により、以下のものを含む（がこれらに限定されない）参照事項が起草さ

れ承認されるものとする。 

  • 定期会議日程 

  • 特別会議ポリシー 

 • 代替メンバー・ポリシー 

 • ゲスト・ポリシー 

 • 議案（アジェンダ）作成 

 • 各委員会（監査及び金融、技術等）の設立 

 • 会議行動及び意思決定スタンダード 

 • 定足数ポリシー 

 • 投票ポリシー 

 • 委任状 

 • 会議議事録 

 • LEI ガバナンス委員会からの強制的・自発的な排除 
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 ［コメント］ 

図 3－図解ガバナンス体制は、上記の LEI ガバナンス・モデルの視覚的な表明を提供するもので

ある。 

 

８．２ LEI ソリューション・プロバイダーのコンプライアンス 

 

［要件］ 

 

LEI ソリューション・プロバイダーは、（上記セクション８．１で定義されている）LEI ガバナ

ンス委員会に対し説明責任を負う。 

 

LEI ソリューション（LEI の創出、アクセス、保守管理及び交付を含む）は、コスト回収ベース

で管理される。従って、業界団体は LEI ソリューション・プロバイダーの組織形態を問わない（非

営利、プライベート等）。 

 

コストが効率的に管理されていることを確保するために、LEI ソリューション・プロバイダーは、

定期的な技術及び業務効率性の監査に従い、かつ監査の結果として勧告事項がある場合は、LEI

ガバナンス委員会の指示に基づいてこれを導入することを義務付けられるものとする。 

 

LEI ガバナンス委員会は、データ、データ・モデル、業界向けのインターフェイスを含む LEI ソ

リューションの一部として創出された LEI の知的財産権の適切な取扱いを確保し、ソリューショ

ン、ステークホルダー及びソリューション･プロバイダーの開放性を守るための監視を提供する。

LEI ガバナンス委員会はまた、LEI ソリューションにより提供されるサービスに対する契約上の

権利を監視する。このように、LEI ソリューション機能は、移転可能（ポータブル）であり、期

限前終了及び標準的な更新プロセスのための規定を含まなければならない。発行の権利は、（最

初の資金繰りモデルに基づいて決定される）当初決められた年数の間存続するものとし、要件が

依然として充足されていることを確保するために（LEI ガバナンス委員会の定めに従って）定期

的に再評価されるものとする。 

 

LEI ガバナンス委員会は、LEI ソリューション・プロバイダーが、単一のグローバル・スタンダ

ード、中央レポジトリ及び発行システムを維持する一方、地域の慣行や規制をサポートし、かつ

地域での認証を提供する権限を有することを確保する。 LEI データベースの物理的な配置場所、

及びその中に含まれる情報へのアクセス権は、データ・プライバシー及びデータ・アクセスの問

題に関する地域の規制に配慮し、かつ準拠しなければならない。複数の法管轄区域を通じて単一

のグローバル・スタンダードを管理する複雑さを認識しつつ、LEI ソリューション・プロバイダ

ーは、グローバルに把握され、認知される LEI を獲得するために、取引主体が（いずれの法管轄

区域においても）一度だけ登録を求められる中央レポジトリに資する分散型モデルをサポートで

きなければならない。 
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LEI ガバナンス委員会より定められる場合を除いて、LEI ソリューション・プロバイダーに対し、

口頭又は書面により提供される、第三者に関連する情報を含むすべての取引主体情報は、機密事

項とみなされる。 LEI ソリューション・プロバイダーは、それが開示された目的以外のいかなる

目的にも、当該情報を利用しないものとする。 

 

 

 

（図３- 図解ガバナンス体制） 
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９．ビジネス・モデル 

 

定義 

  

このビジネス・モデルのセクションは、立ち上げコスト及び経常料金を含む資金繰りモデルを文

書化する。 

 

９．１ LEI ソリューション・プロバイダーの当初資金繰りモデル 

  

［要件］ 

 

LEI ソリューション・プロバイダーは、予想される当初の資金繰り要件を満たす能力を含む、LEI

ソリューションの交付及び保守管理のための財務能力を証明しなければならない。 

 

［コメント］ 

 

当初資金繰りはおそらく、登録料収入の徴収に先立って、開発及び導入作業に資金的裏付け与え

るために必要とされる。LEI ソリューション・プロバイダーは、どのように初期の導入と立ち上

げ費用をカバーする意向か示す必要がある。 

 

９．２ 料金 

  

［要件］ 

 

LEI ソリューションは、LEI を取得する各取引主体が支払う年間手数料により資金繰りがつけら

れる。年間手数料体系は、顧客がデータを自由に（無料で）利用できるインターフェースととも

に、LEI の発行費用（確認及び保守管理費用を含む）をカバーすることが意図される。年間手数

料はまた、技術投資と分析、研究開発、運営のための資本支出、予期せぬ支出を含む様々な支出

をカバーするための適切な準備金について規定する。LEI ガバナンス委員会は、それが費用回収

ベースで運営され、できるだけ低額の年間手数料体系を提供していることを確保するため、手数

料体系を監督する。料金は、LEI ガバナンス委員会の年次予算審査期間中に、必要に応じて分析

され、調整されるものとする。 

 

多様なレベルでの利用が予想されることから、LEI ガバナンス委員会はまた、無料のインターフ

ェースを超えたサービス（新規発行 LEI を毎日提供する等）の費用を賄うため適切な料金体系を

承認する権限が必要とされる。このような料金体系は、金融市場での活動が限定され、LEI を取

得する以上のサービスを全く又はほとんど必要としない LEI 登録者の基本年間手数料が、できる

だけ低額に抑制されるように設定される。 
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料金表を適用する前に、LEI ガバナンス委員会は、固定の年間その他の料金体系が実現可能かつ

LEI のコストを継続してカバーするのに十分なものであることを確認するために独立調査を実施

し、又は適切な専門家を従事させるものとする。 

 

９．３ 取引条件 

  

［要件］ 

 

年間登録料以外、かつ規制により禁止される場合を除いて、（階層構造を含む）すべての LEI 情

報は無料であり、かつ利用制限は付されないものとする。これは、料金又は契約上の制限なしに、

格納、アクセス、相互参照又は再交付のために LEI データが公衆の利用可能となることを含む。 

 

公衆が利用可能なデータベースに基づく付加価値サービスは、これらのサービスが解体（分離等）

されず、かつ自主的（すなわち、LEI 情報にアクセスし、かつ利用することを義務付けられない）

なものである場合、第三者が自由に開発し、かつ商業化することができる。 
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１０．導入 

 

定義 

  

この LEI の導入に関するセクションは、LEI ソリューションの導入及び統合のためのフェーズ分

け及びプログラム管理を論じる。 

 

１０．１ 段階的取り組み 

 

［要件］ 

 

LEI ソリューションの導入は、世界の規制当局の要請に応じて、段階的かつ連続的に適用される

こととする。 LEI を導入する規制当局は、導入スケジュールの妥当性を確保するために LEI ガ

バナンス委員会及び LEI ソリューション・プロバイダーと連携をとることとする。導入計画は、

規制間での裁定を招かないように、グローバルに連携されるものとする。本トピックは、「セク

ション 4－重要な前提条件」で文書化されているように、追加的な規制上の検討のために提出さ

れる。 

 

導入の各フェーズにおいて（地域内、地域間の両方で）、導入前の登録期間に合理的な猶予期間を

導入するものとする。 

 

LEI ソリューションが必要とされていなくても、対象範囲に入るいかなる取引主体についても当

初から登録をサポートするものとする。 

 

［コメント］ 

 

業界団体は、特定の LEI 導入戦略を勧告するものではないが、我々は段階的なアプローチが適切

であると考えている。我々は、LEI ソリューションが定義されており、採用されている法管轄区

域における主体に焦点を絞り、世界の規制当局が時間をかけて行われる導入について検討するこ

とを強く求めるものである。これらの法管轄区域内では、導入の順序化は、一定の資産クラス（例

えば、CFTC のスワップ・データ・リポジトリ提案の対象となる金融商品）を取引する主体に焦

点を当てることができる。 

 

例えば、米国内では、ドッド・フランク・ウォールストリート改革及び消費者保護法（H.R.4173）

が、CFTC 及び SEC に対し、スワップ及び有価証券ベースのスワップをそれぞれ、2011 年 7 月

15 日までにデータ・リポジトリへ報告する要件を導入するよう義務付けている。4 

 

                                                   
4 17 C.F.R. Part 45, 75 Fed. Reg. 76574 (Dec. 8, 2010). 
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業界団体は、このように世界的に採用され標準化された LEI ソリューションに内在するインセン

ティブは、市場参加者が自己登録することを奨励するものであると認識している。 

 

１０．２ 導入管理 

 

 ［要件］ 

 

LEI ソリューション・プロバイダーは、包括的な導入ロードマップに対して設定及び導入を行い、

プログラム管理のベスト・プラクティス（例えば、マイルストーンに重点を置いたプロジェクト

計画、エスカレーション・ログ、リスク、問題点、活動事項、運営委員会）に従って、LEI の導

入及び統合プロセスを管理するものとする。 
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１１．コンプライアンス 

 

定義 

 

このコンプライアンスのセクションは、LEI の義務付けと執行メカニズムを定義する。 

 

１１．１ 義務付け 

 

［要件］ 

 

十分に効果をもち、規制の裁定を回避するには、LEI ソリューションは、世界の規制当局による

以下の義務付けに明示的に依存している。 

 

  • 対象範囲に含まれる主体の LEI ソリューション・プロバイダーへの登録、 

  • 対象範囲に含まれる主体の当該プロバイダーに対する自らのデータの正確性及び完全性の維 

持、 

  •対象範囲に含まれる取引実施主体が、取引中の相手側に対し自己の LEI を提示すること（あ 

るいは、他の金融市場参加者により規制上の報告が義務付けられる場合は、LEI を利用可能 

とすること）、 

• 対象範囲に含まれるが取引を行わない主体（参照主体、発行主体、報告主体、及びその他の 

主体等）の規制当局の要請に応じた LEI 情報の提供、 

  • LEI 発行のための適格性基準の一貫性のある定義、  

  • 対象範囲に含まれる主体の一貫性のある定義 

 

［コメント］ 

 

単一のグローバルな義務付けがなければ、規制間の裁定の可能性が、LEI が義務付けられる法管

轄区域内で業務を行う会社の競争力に悪影響を与える可能性がある。 

 

現在の規制の慣行に沿って、業界団体は、世界の規制当局がその権限によって前述の義務付けへ

の準拠を実行させるために科料又はその他の罰則金を課することを推奨する。取引主体は、その

LEI 情報の登録及び維持のための唯一の責任主体であり、それを懈怠した場合に罰則金が課せら

れる唯一の当事者である。業界団体は、「セクション 4－重要な前提条件」に記述されるように

本件に関して、規制当局に権限を委ねるものとする。 
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１２．技術的原則 

 

定義 

  

この技術的原則のセクションは、LEI ソリューションの一般的な要件を文書化する。加えて、本

セクションは、後の段階の期間中に包括的な技術評価を導入するための次元的枠組みを識別する。 

 

１２．１ 一般要件 

  

［要件］ 

 

LEI ソリューションの技術的デザイン、アーキテクチャー、及びサポートの枠組みは、本書

が定める以下を含む（がこれに限定されない）スタンダード及び要件を提供できるものでなけれ

ばならない。 

 • グローバルに一貫性のある技術、運営、及びサポート能力、 

 • 集中型及び分散型両形態の単一の統合データベースのサポート能力、 

 • LEI ソリューションとの交信を求められるインターフェース（メッセージ・フォーマット、 

通信プロトコル等）は、LEI ソリューションの機能のポータビィリティを確保するために非

ベンダー系の特定スタンダードに準拠するものとする、 

 • すべての市場参加者が、LEI データを利用し、かつ相互交信することを技術的に可能とする 

ために、一定範囲のメッセージング・フォーマット（XML、パイプ・デリミテッド･フォー 

マット等）及び通信プロトコル（SFTP 及び HTTPS 等）をサポートすること、 

 • LEI の現在及び過去データは保存され、他の LEI ソリューション・プロバイダーに容易に移 

転可能でなければならないこと、 

• 双方向のデータ収集及びデータ交付要件を充足すること、及び 

• 申込みやフィード情報（当該データは、金融機関との利害や取引がある取引主体を示唆して 

いる）の保護を含む世界の金融及び規制当局のコミュニティーにふさわしい情報セキュリテ 

ィ・スタンダードの採用。 

 

以下の次元で識別される技術的基準は、後の段階での包括的な技術評価のための基礎となる。 

 

１２．２ データ・アーキテクチャー 

  

［要件］ 

 

以下のデータ・アーキテクチャー基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成する。 

 • 業務ルール、データ定義、及びメタデータの導入及び管理 

 • オープン・データベース・アーキテクチャーと交付 

 • データの適時性、一貫性、及び同期を含む交付及び冗長性 
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 • 品質管理及びデータ所有権を含むデータ・ガバナンス及び管理 

 • データ・セキュリティ・スタンダード 

 • 堅固なデータ重複除外コントロール 

 

１２．３ 技術的アーキテクチャー 

  

［要件］ 

 

以下の技術的アーキテクチャー基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成する。 

 • ハードウェアのプラットフォーム 

 • オペレーティング･システム 

 • プレゼンテーション・サービス 

 • ネットワーク・オペレーティング・システム 

 • メッセージング／統合サービス 

 • バルク・データ交付スタンダード 

 • 認証、アクセス及び承認コントロール 

 

１２．４ ソリューション・アーキテクチャー 

  

［要件］ 

 

以下のソリューション・アーキテクチャー基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成す

る。 

 • 統合 

 • オープン・スタンダード 

 • プラットフォームの相互運用性 

 • 信頼性と回復可能性 

 • セキュリティ 

 • 配置された処理工程 

 • 処理工程の分離 

 • 機能分解 

 • アプリケーション構造 

 • データベースの規模、量、及びユーザーに関する測定可能性 
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１２．５ 開発ライフサイクル 

 

［要件］ 

 

以下の開発ライフサイクル基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成する。 

• テスト導入能力（機能と性能の両方） 

• 変更管理 

• 構成管理 

• 統合／段階分け環境 

• 建設ツール 

• 開発管理 

• 開発方法論 

 

１２．６ オペレーション・アーキテクチャー 

  

［要件］ 

 

以下のオペレーション・アーキテクチャー基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成す

る。 

• 生産スケジューリング 

• 監視及びイベント管理 

• ソフトウェアの交付及び管理 

• サービス・レベル管理／オペレーティング･レベル管理 

• 災害復旧 

• ビジネス継続計画 

• ヘルプデスク及びエスカレーション 

• オペレーション・マニュアル及びオペレーション担当者のためのトレーニング 

• 毎年更新される書面化されたポリシー及び手続 

• その他の業務プロセス 

• 各機能のコスト属性の分解を含むアクティビティ・ベース管理 

 

LEI ソリューションの技術的なヘルプデスク及びエスカレーション・サポートは 1 年 365 日 24

時間ベースで容易に利用可能でなければならない。 

 

ネットワーク・パフォーマンスと応答時間は、合理的かつプッシュ＆プルの両機能に関する業界

スタンダード及びベスト・プラクティスに即したものでなければならない。 

 

SLA／OLA は、LEI ソリューションとの相互作用ごとに定義される。 LEI ソリューション・プ
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ロバイダーは、LEI ガバナンス委員会により定められるように、SLA／OLA を監視し、かつ積極

的に報告できなければならない。 

 

LEI ソリューション・プロバイダーにより文書化されたスタンダードの遵守を確保するために、

LEI ガバナンス委員会により定められる技術的監査（すなわち、年間災害復旧及びビジネス継続

性監査）に準拠しなければならない。 

 

１２．７ ネットワーク・アーキテクチャー 

  

［要件］ 

 

以下のネットワーク・アーキテクチャー基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成する。 

 • インフラストラクチャー 

 • 管理サービス 

 • 変更管理及び構成管理 

 • パフォーマンス管理 

 • プラットフォームの相互運用性 

 • セキュリティ管理 

 • 障害許容度と復元力 

 

１２．８ セキュリティ･アーキテクチャー 

  

［要件］ 

 

以下のセキュリティアーキテクチャの基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成する。 

• 管理 

• フィジカル 

• アプリケーション開発 

• ネットワーク 

• データ暗号化 

• 認証、認可及びアクセス・コントロール 

• 定期的なリスク分析と脅威の評価 

 

LEI ソリューション・プロバイダーは、（内部及び外部双方の）個人が、どの会社が、どの LEI

を検索し、申込みを行っているか判定できないことを確保するためのコントロールを導入するも

のとする。当該情報へのアクセスは、外部には利用可能とせず、内部で「知る必要がある」場合

にのみ利用できるものとしなければならない。適切なデータ保護措置が、これらのコントロール

／保護に違反する場合の補償を含め、設定されるものとする。当該情報は極秘なものであり、参
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加する金融市場参加者の財産とみなされる。当該情報への内部アクセスは、文書化され承認され

たプロセス及び手続を経て実行されなければならない。 

 

 LEI ソリューション・プロバイダーは、データにアクセスできる内部者のための厳格なバックグ

ラウンド・チェック処理を導入しなければならない。 LEI ソリューション・プロバイダーは、現

地の規制がデータベースの構成要素へのアクセスを制限している場合には、データへの柔軟な権

利付与を導入する能力を持たなければならない。 

 

１２．９ 技術管理及び利用 

  

［要件］ 

 

以下の技術管理基準は、後の段階での包括的技術評価の基礎を形成する。 

• ソフトウェアのバージョン更新を含む技術ライフサイクルのメンテナンス 

• ソフトウェアの第三者預託 
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付属書 A： 用語集 

 

用 語 定 義 

BCP 事業継続計画 

カストディアン  顧客の有価証券のための法的責任を負っている金融機関。これは、

管理並びに保管を意味する 

DR 災害復興 

保証人 他者の法的債務の支払いを契約上自らに負わせる個人又は法的主体 

発行体 その業務の資金繰りを行うために有価証券を開発し、登録し、販売す

る取引主体。発行体には、国内又は外国の政府、企業又は投資信託が

含まれる。発行体は、発行の債務、及び財政状況、重大な進展、及び

それらの法管轄区域の規制により求められるその他の業務活動を報

告することに関し法的な責任を有する。発行される有価証券の最も一

般的なタイプは、普通株式及び優先株式、長期債券（bond）、中期

債券（note）、短期債券（debenture、bill）及びデリバティブであ

る 

LEI 取引主体識別子（Legal Entity Identifier） 

メタデータ データに関するデータ 

PMO プログラム管理局 

RA 登録機関 

参照データ 参照データは、データベース内のその他のデータを分類するためだけ

に、又はデータベース内にあるデータを企業の境界を超えた情報に関

連付けるためにのみ利用される任意の種類のデータである 

参照主体 クレジット・デリバティブ契約に係る背景当事者の一人。参照主体は、

契約の信用リスクを負担し、可能性として、あらゆる種類の負債を発

行する企業、政府又はその他の取引主体である。デフォルトのような、

クレジット・イベントが発生し、かつ参照主体が債券の条件を充足で

きない場合、クレジット・デフォルト・スワップの買い手は売り手か

ら支払いを受ける。 

RFR 見直し請求 

SIFI システム上重要な金融機関 

SLA サービス・レベル・アグリーメント 

システミック・リスク 1 つ又は 2 つの金融機関の問題ではなく、全体として金融システムの

安定性に対し、かつ結果としてより広範な経済にとって脅威となる事

態の展開 
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付属書 B： 業界団体に関する情報 

 

ASIFMA 

ASIFMA はアジア債券市場の成長と発展を促進し、グローバル金融システムへの秩序だった統合

を推進する広範な基盤を持つ専門的なロビー団体である。 

 

AFME 

AFME(欧州金融市場協会)は、経済成長を後押しし社会に利益をもたらす、安定した競争力のあ

る、持続可能な欧州金融市場を提唱する。我々は会員に代わって、 

・ 欧州市場参加者の統一された意見を提供し、彼らの見解を国家、欧州、グローバルなレベル

で提唱する。 

・ 立法担当者及び規制当局との、市場と規制政策に関する建設的対話を促進する 

・ バランスが良く安定的な規制環境を達成するため、政策及び提言能力により貢献する 

・ 金融セクターの社会への貢献を促進する 

更にご関心がある方は、AFME のウェブサイトをご覧下さい。www.afme.eu 

 

英国銀行協会 

英国銀行協会(BBA)は、英国の銀行及び金融サービスセクターの主導的な業界団体である。我々

は、60 カ国 200 以上の会員行を代表して、英国及び国際的な銀行の課題全般にわたって提言を行

う。 

 

CDMG（顧客データ管理グループ） 

顧客データ管理グループ(CDMG)は、金融サービスでの顧客データ管理慣行の改善のために JWG

によって 2008 年に設立された特別利益団体である。グループの会員は主要金融機関の上級オペ

レーター、リスク及びコンプライアンス･オフィサーからなる。CDMG のホールセール･ガイドラ

インはデータ規制に意欲的に適合する企業を支援するため開発された。JWG グループ(JWG)は、

正しい規制の制定と正しい導入に資するため、規制当局、投資会社及びその情報サプライ･チェー

ンと協力する金融サービスのシンクタンクである。 

 

クリアリング・ハウス協会 L.L.C. 

1853 年に設立されたクリアリング・ハウスは、国内最古の銀行業協会及び決済会社である。これ

は、米国で総計 140 万人を雇用し、全米国預金の半分以上を保有する世界の最大手商業銀行によ

り所有されている。クリアリング・ハウス協会 L.L.C.は、システム上重要な銀行の様々な問題に

ついて、規制に関する意見書、法廷ブリーフ及び白書などを通じて、その所有者の銀行の利益を

代表する超党派のロビー組織である。その関連会社であるクリアリング・ハウス・ペイメント・

カンパニーL.L.C.は、米国内で行われる自動クリアリング・ハウス、資金送金及びチェック・イ

メージ・ペイメントのほぼ半数にあたる約 2 兆米ドルを日々清算する、会員の銀行その他の金融

機関への支払い、清算及び決済サービスを提供している。www.theclearinghouse.org にあるクリ

アリング・ハウスの Web ページを参照。 

http://www.afme.eu/
http://www.theclearinghouse.org/
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企業データ管理（EDM）評議会 

EDM 評議会は、業務上の優先事項としてのデータ・コンテンツ管理の要請に対処するために組

織された、金融機関、データ開発機関、金融業界ベンダー及び市場当局からなる非営利団体であ

る。本評議会は、金融商品及び取引主体の識別のためのスタンダード、金融契約の契約構造を記

述するための共通セマンティック・フレームワークの開発、及び EDM 導入に関連するベスト・

プラクティスに焦点を当てている。 

 

金融サービス・ラウンドテーブル 

金融サービス・ラウンドテーブルは、米国消費者に、銀行、保険、投資に関する商品及びサービ

スを提供する大型総合金融サービス会社のうちの 100 社を代表する。会員企業は、最高経営責任

者（CEO）及び CEO が指名する他の上級役員を介して参加している。ラウンドテーブルのメン

バー会社は、74.7 兆ドルの運用資産、1.1 兆ドルの収益、及び 230 万人の雇用に直接的に関連し、

米国の経済エンジンに燃料を補給している。 

 

先物業協会（FIA） 

先物取引業協会は、先物、オプション、OTC 清算されるデリバティブ市場を主導する業界団体で

ある。上場デリバティブ市場に関心を持つ全組織を代表する唯一の団体である。会員は 20 カ国以

上からの、世界の主要なデリバティブ取引施設とともに最大のデリバティブ清算機関を含む。 

 

デリバティブ清算機関の主要メンバーとして、我々の会員は金融市場のシステミック･リスク低減

に不可欠な役割を果たしている。会員はまた、清算機関を支持し、顧客の取引を保証するため自

己資金の相当額を預託しているファンドの大半を占めている。 

 

FIA の基盤は先物取引業者であり、協会の主要な関心事項は、デリバティブ取引における取引所、

取引システム及び清算機関のグローバルな利用である。 

 

米国の諸取引所の主要清算メンバーとして活動する FIA の正会員は、顧客が米国先物取引のため

保有するファンドの 90％以上を取扱う。 

 

GFMA 

グローバル金融市場協会(GFMA)は、金融市場のグローバルな政策課題への戦略を策定し、協調

的な提言活動を促進するため、世界最大の金融業界団体が組織した。メンバーの業界団体は世界

最大の金融市場参加者を会員としている。GFMA は現在、3 団体からなる：欧州金融市場協会

(AFME)、アジア証券業金融市場協会(ASIFMA)、そして北米の証券業金融市場協会(SIFMA)であ

る。 
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GRIS（Global Regulatory Identifier Study Group） 

グローバル規制識別子運営グループ(GRIS)は、欧州のセルサイド取引主体が構成する協力イニシ

アチブである。欧州のセルサイドの視点を代表する一方、政策担当者と業界のグローバルな対話

を構築する。欧州金融市場協会(AFME)、英国銀行協会(BBA)、顧客データ管理グループ(CDMG) 

によって運営される。 

 

投資会社インスティテュート（ICI） 

投資会社インスティテュート（ICI）は、ミューチュアル･ファンド、クローズド･エンド･ファン

ド、上場投資信託(ETFs)、ユニット･インベストメント･トラスト(UITs)を含む、米国の投資会社

のアソシエーションである。ICI は高い倫理基準の順守を奨励し、一般の理解を促進し、またフ

ァンド、シェアホルダー、ディレクター、アドバイザーの利益を促進する。ICI メンバーは 13 兆

ドルの資産を管理し、9,000 万人以上のシェアホルダーを有している。 

 

国際スワップ・デリバティブ協会（ISDA） 

ISDA は、会員会社数が最大のグローバル金融業界団体である。ISDA は 1985 年に創設され、現

在 6 大陸 56 カ国から 800 以上の会員組織がメンバーとなっている。これらの会員は、その中核

的経済活動に内在する金融市場リスクを管理するためにオーバー･ザ･カウンター(OTC)デリバテ

ィブに依存する 企業、政府機関その他のエンドユーザーのみならず、私的な交渉によるデリバテ

ィブ取引を行う企業の大半を含んでいる。 

 

証券業金融市場協会（SIFMA） 

証券業金融市場協会（SIFMA）は、数百の証券会社、銀行及び資産運用会社の共有する利害を集

合させる。 SIFMA の使命は、金融業に対する信用及び信頼を築きつつ、金融市場を強化し、資

本の利用可能性、雇用創出及び経済成長を促進する政策及び慣行を開発することにある。SIFMA

は、ニューヨーク及びワシントン D.C.にオフィスを構え、グローバル金融市場協会（GFMA）の

米国地域のメンバーとなっている。 

 


